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当月 年初来
世界 1.7 15.5

北米 1.1 16.7
米国 1.1 16.8
カナダ 0.9 12.3
欧州 6.0 13.9
フランス 4.3 18.1
イギリス 6.8 13.4
ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ 2.5 10.8
豪州 3.4 14.9
シンガポール 2.3 12.8
香港 -1.1 -11.3
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（審査確認番号 2023ーＳB33）

グローバルリート市場（除く日本）の動向（2023年7月）

図表1：グローバルリートの国・地域別構成比や騰落率等（2023年7月末時点）
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 7月のグローバルリート市場（除く日本）（配当込み）（Ｓ＆Ｐ指数ベース）（前月末比）は3.1％上昇
しました。米国のインフレ関連指標が急激に鈍化し株式市場が堅調に推移したことなどが投資家心理の支
えとなり、すべての国・地域が上昇しました。上昇率トップはイギリスで、消費者物価指数が1年3ヵ月
ぶりに前年同月比＋7％台に鈍化したことなどが好感され、反発しました。7月の騰落率は、現地通貨
ベース、円ベース共に、グローバル株式と同一でした。
（参考）当月のグローバル株式（MSCI‐kokusai（除く日本、配当込み））の騰落率

【現地通貨ベース】前月末比＋3.1％（年初来+18.4％）【円ベース】同+1.7％（同+28.7％）
 7月は主要８セクターのうち、特殊・倉庫を除く6セクターが上昇しました。金利上昇による借入金上昇

圧力が懸念されていたオフィスは、米欧で利上げ観測が後退したことなどから8.6%上昇しました。
【米国（Ｓ＆Ｐリート指数（現地通貨・配当込み）ベース）（前月末比）】
• 6月の消費者物価指数（CPI）が前年同月比＋3.0％と前月の同＋4.0％を大幅に下回り急激に鈍化したこ

とや堅調な雇用統計を受け、2.8%上昇しました。
【フランス（同）】
• 欧州中央銀行（ECB）が0.25%の追加利上げを決定したものの、次回理事会での利上げは一時停止する可

能性も示唆され、長期間継続すると見られていた利上げ観測が後退したことなどから5.0%上昇しました。
【豪州（同）】
• 豪州準備銀行（RBA）が7月の定例理事会で政策金利の据え置きを決定したことや、豪10年国債利回りが

低下しREITの利回り面での魅力度が高まったことなどから、3.9%上昇しました。
【シンガポール（同）】
• シンガポール貿易産業省が発表した2023年第2四半期の国内総生産（GDP、速報値）は前期比＋0.3％と、

前期の－0.4％からプラス成長に転じたことなどを受け、2.2％上昇しました。

※各国・地域のリート、米国優先リートの騰落率（円ベース含む）はすべてＳ＆Ｐ指数ベース（配当込み）
出所）Ｓ＆Ｐ、ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

（2）円ベース（1）現地通貨ベース
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図表2：主要国リート市場及び米国優先リート市場の指数推移

図表4：グローバルリートのＰＢＲ（株価純資産倍率）の推移

データ期間：2018年2月28日～2023年7月31日（日次）
※各国のリート、米国優先リートはすべてＳ＆Ｐ指数ベース（現地通貨ベース・配当込み）
出所）Ｓ＆Ｐ、ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

（2）フランス

（3）豪州

（4）シンガポール

（1）米国

図表3：主要国リートのイールドスプレッド（配当利回り－10年国債金利）（2023年7月末時点）

※各国のリート、米国優先リートはすべてＳ＆Ｐ指数ベース
出所）Ｓ＆Ｐ、ブルームバーグ、アライアンスバーンスタインのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

※米国・フランス・豪州・シンガポールリートの各月末ＰＢＲの時価総額加重平均（Ｓ＆Ｐ指数ベース、時価総額は米ドルベース）
出所）Ｓ＆Ｐのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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図表5：主要国リートの配当利回りと10年国債金利推移
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図表6：主要国リートのＰＢＲの推移
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